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４ 歳    出 

（１）主要施策の成果 

13款 教 育 費（明細書442頁） 

教育費の支出済額は、457億481万9,614円、翌年度繰越額182億4,599万3,000円で、不用額が43億4,105

万4,465円となっている。 

１ 学校教育 

キャリア在り方生き方教育推進事業では、子どもたちの社会的自立に向けて必要な能力や態度を成

長段階に応じて系統的・計画的に育むため、「キャリア在り方生き方教育」を全市立学校で開始した。 

児童生徒指導・相談事業では、いじめや不登校などの問題に対応するため、スクールカウンセラー

の配置等を行うとともに、各区に１名以上スクールソーシャルワーカーを配置し、社会福祉等の専門

的な見地から課題を抱える児童生徒への支援を充実させた。また、「共生＊共育プログラム」を全校

で実施し、いじめ・不登校を生まない環境づくりと早期対応の取組を推進した。 

児童支援コーディネーター専任化事業では、小学校79校において児童支援コーディネーターの専任

化を図り、障害の有無に関わらず、一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な支援を充実させた。 

読書のまち・かわさき事業では、学校図書館の充実に向けて、常に人がいる環境づくりのため、小

学校の学校図書館への学校司書のモデル配置を７校から14校に拡大し、引き続き、効果を検証した。 

魅力ある高校教育の推進事業では、新たに定時制生徒の進学や就職に向けた支援員を配置する自立

支援事業を実施した。 

就学援助・就学事務では、各区役所区民課及び各支所区民センターにおける学齢簿管理適正化、申

請手続迅速化、事務処理効率化を図るため、新たに「就学事務システム」を構築し、運用を開始した。 

特別支援教育推進事業では、平成27年10月に開所した「川崎こども心理ケアセンターかなで」に施

設内学級を開設した。 

医療的ケア支援事業では、保護者の負担軽減を図るため、小学校・中学校等を対象に、医療的ケア

が必要な児童生徒に対し、看護師が学校を訪問する回数を週２回に拡大した。 

中学校給食推進事業では、安全・安心で温かく美味しい中学校完全給食の実施に向け、市内３か所

の学校給食センターの整備を実施した。また、東橘中学校、はるひ野中学校、犬蔵中学校及び中野島

中学校において完全給食を開始した。 

２ 社会教育 

地域における教育活動の推進事業では、子どもの泳力向上に向けて、地域の教育資源であるスイミ

ングスクール等と連携して、泳ぎが苦手な子どもを対象に水泳教室を実施した。 

地域の寺子屋事業では、地域ぐるみで子どもの学習や体験活動をサポートし、多世代で学ぶ生涯学

習の拠点づくりを進めるため、地域の寺子屋を市内30か所に拡充して開講した。 

文化財保護啓発事業では、市内文化財の調査や保存修理等を実施した。また、国史跡橘樹官衙遺跡

群については、史跡めぐりや現地見学会等の開催による史跡の周知や、史跡地の保存整備を実施した。 

日本民家園及び青少年科学館では、魅力ある博物館運営を実施するとともに、平成29年度に50周年

を迎える日本民家園においては、企画展示室の整備や記念写真集・音声ガイドの制作などを行った。 

３ 教育施設整備 

児童生徒の増加に対応するため、小杉駅周辺地区及び新川崎地区における小学校新設に向けた取組

を推進したほか、小学校・中学校の増改築等を行った。また、安全で快適な施設整備を計画的に進め

るため、学校トイレの快適化やエレベータ整備等を実施した。さらに、学校施設の教育環境の改善と

長寿命化の推進により財政支出の縮減を図る「学校施設長期保全計画」に基づき、既存校舎等の改修

による再生整備と予防保全の工事に着手した。併せて、学校防災機能整備事業として、天井落下防止

工事等の非構造部材の耐震対策や、発電機の整備等を進めた。 

特別支援学校施設整備事業では、増加する特別支援学校高等部生徒の受入れ枠拡大を図るため、中

央支援学校高等部分教室の改修工事を実施した。 
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